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令和５年推計値
（日本の将来推計人口）

実績値
（国勢調査等）

○日本の人口は近年減少局面を迎えている。2070年には総人口が9,000万人を割り込み、高齢化率は
39％の水準になると推計されている。

人口（万人）

15~64歳
人口割合

52.1%
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合計特殊出生率

15～64歳人口

14歳以下人口

65歳以上人口

2020年
59.5%

2020年
28.6%

2020年
1.33

2020年総人口
12,615万人

2040年総人口
11,284万人

3,928万人

6,213万人

1,142万人

2070年総人口
8,700万人

3,367万人

4,535万人

797万人

（出所） 2020年までの人口は総務省「国勢調査」、合計特殊出生率は厚生労働省「人口動態統計」、
2025年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和５年推計）」（出生中位（死亡中位）推計）

日本の人口の推移

3,603万人

7,509万人

1,503万人

（年）
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出典： 国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和５年4月推計）中位推計」

今後の人口の変化（対前年比の推移）

第８期計画 第９期計画 第10期計画 第11期計画 第12期計画 第13期計画 第15期計画第14期計画 16期
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① 65歳以上の高齢者数は、2025年には3,653万人となり、2043年にはピークを迎える予測（3,953万人）。
また、75歳以上高齢者の全人口に占める割合は増加していき、2060年には、25％を超える見込み。

2015年 2020年 2025年 2030年 2060年

65歳以上高齢者人口(割合) 3,385万人(26.6%) 3,603万人(28.6%) 3,653万人(29.6%) 3,696万人(30.8%) 3,644万人(37.9%)

75歳以上高齢者人口(割合) 1,631万人(12.8%) 1,860万人(14.7%) 2,155万人(17.5%) 2,261万人(18.8%) 2,437万人(25.3%)

② 65歳以上高齢者のうち、認知症高齢者が増加していく。

④ 75歳以上人口は、人口構成が比較的若い県で今後増加し、もともと高齢者人口の多い地方でも緩やかに増加する。各地域の

高齢化の状況は異なるため、各地域の特性に応じた対応が必要。 ※都道府県名欄の（ ）内の数字は倍率の順位

（1,000世帯） 世帯主が65歳以上の単独世帯及び夫婦のみ世帯数の推計

沖縄県(1) 栃木県(2) 滋賀県(3) 茨城県(4) 埼玉県(5) ～ 東京都(41) ～ 岩手県(45) 島根県(46) 秋田県(47) 全国

2020年
＜＞は割合

15.8万人
＜10.8%＞

27.1万人
＜14.0%＞

18.6万人
＜13.1%＞

42.0万人
＜14.6%＞

99.4万人
＜13.5%＞

169.4万人
＜12.1%＞

21.5万人
＜17.8%＞

12.3万人
＜18.4%＞

19.1万人
＜19.9%＞

1860.2万人
＜14.7%＞

2030年
＜＞は割合
(     )は倍率

21.7万人
＜14.9％＞
（1.37倍）

35.7万人
＜19.8%＞
（1.32倍）

24.2万人
＜17.6%＞
（1.30倍）

54.2万人
＜20.2%＞
（1.29倍）

128.2万人
＜17.8%＞
（1.29倍）

194.4万人
＜13.5%＞
（1.15倍）

24.5万人
＜23.0%＞
（1.14倍）

13.9万人
＜22.8%＞
（1.13倍）

21.5万人
＜26.2%＞
（1.13倍）

2261.3万人
＜18.8%＞
（1.22倍）

（％）

③世帯主が65歳以上の単独世帯や夫婦のみの世帯が増加していく

平成27(2015)年国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（全国） (令和５(2023)年推計)」より作成

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(令和５(2023)年推計)」より作成

2012年 2025年

（括弧内は65歳以上人口対比）

462万人
(15%)

約700万人
(約20%)

※「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関す
る研究」（平成26年度厚生労働科学研究費補助金特別研究
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25.4% 26.4% 27.4%

28.8%
31.2%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年
世帯主65歳以上の夫婦のみの世帯

世帯主65歳以上の単独世帯

世帯主65歳以上の単独世帯と夫婦のみの世帯の世帯数全体に占める割合
国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（全国推計）（平成30（2018））年1月推計）」より作成

今後の介護保険をとりまく状況（１）
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○75歳以上人口は、介護保険創設の2000年以降、急速に
増加してきたが、2015年から2025年までの10年間も、急
速に増加。

（資料）将来推計は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（令和５(2023)年４月推計）出生中位（死亡中位）推計
2020年までの実績は、総務省統計局「国勢調査」（年齢不詳人口を按分補正した人口）
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○85歳以上の人口は、2015年から2025年までの10年間、
75歳以上人口を上回る勢いで増加し、2035年頃まで一貫
して増加。

今後の介護保険をとりまく状況（２）
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出典：2022年９月末認定者数（介護保険事業状況報告）及び2022年10月１日人口
（総務省統計局人口推計）から作成

歳

７５歳以上全体の認定率：３１．５％

８５歳以上全体の認定率：５７．７％

年齢階級別の要介護認定率 年齢階級別の人口１人当たりの介護給付費

（万円/年）

出典：2022年度「介護給付費等実態統計」及び2022年10月１日人口（総務省統計局人口
推計）から作成

注）高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費は含まない。
補足給付に係る費用は、サービスごとに年齢階級別受給者数に応じて按分。

○要介護認定率は、年齢が上がるにつれ上昇。特に、85歳
以上で上昇。

○ １人当たり介護給付費は85歳以上の年齢階級で急増。

今後の介護保険をとりまく状況（３）

６５歳以上全体の認定率：１８．９％

各年齢階層別の認定率
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○人口構造の推移を見ると、2025年以降、「高齢者の急増」から「現役世代の急減」に局面が変化。

（出典）平成３０年４月１２日経済財政諮問会議加藤臨時委員提出資料（厚生労働省）

0

1,000

2,000

3,000

2018 2025 2040

823万人
<12.5%>

医療・福祉

～～

（万人）

5,650万人程度

（資料） 就業者数について、2018年は内閣府「経済見通しと経済財政運営の基

本的態度」、2025年以降は、独立行政法人労働政策研究・研修機構「平成27

年 労働力需給の推計」の性・年齢別の就業率と国立社会保障・人口問題研究所

「日本の将来推計人口 平成29年推計」（出生中位・死亡中位推計）を用いて

機械的に算出。医療・福祉の就業者数は、医療・介護サービスの年齢別の利用

状況（2025年）をもとに、人口構造の変化を加味して求めた将来の医療・介護

サービスの需要から厚生労働省において推計（暫定値）。

6,350万人程度

6,580万人

《就業者数の推移》

6,000

930万人程度
<15%程度>
【暫定】

1,060万人程度
<19%程度>
【暫定】

今後の介護保険をとりまく状況（４）
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• 75歳以上人口の将来推計（2020年の人口を100としたときの指数）

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和5（2023）年推計）」より作成

沖縄県
（2045年の指数が全国で最も高い）

埼玉県
（2025年の指数が全国で最も高い）

東京都（2045年に向けて上昇）

全国計

秋田県
（2025年、2045年の指数が

全国で最も低い）

2020年から2045年までの各地域の高齢化

○ 75歳以上人口は、多くの都道府県で2030 年頃までは急速に上昇するが、その後の上昇は緩や
かとなる。2040年以降に主に都市圏で再度、上昇する傾向がある。
※2030年、2035年、2040年、2045年でみた場合、2030年にピークを迎えるのが24道府県、2035年にピークを迎えるのが12県

2040年にピークを迎える県はなく、2045年が11県（例：宮城、埼玉、千葉、東京、神奈川、愛知、大阪等）と推計されている。

○ 2020年から25年間の伸びの全国計は1.22倍であるが、沖縄県、埼玉県、東京都では1.3倍を超
える一方、秋田県や島根県などでは、1.0倍を下回るなど、地域間で大きな差がある。
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75歳以上人口の2020年から2030年までの伸びでは、全国計で1.22倍であるが、市区町村間の差は
大きく、1.4倍を超える市区町村が５％ある一方、減少する市区町村が１１％ある。

75歳以上人口について、2020（令和２)年を100としたときの2030（令和12）年の指数

◆全国計（122）

注）いわき市、南相馬市、相馬市、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、葛尾村、大熊町、双葉町、浪江町、飯舘村、新地町の13市町村をまとめて「福島県浜通り」として集計

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和５(2023)年推計）」より作成

７５歳以上人口の伸びの市区町村間の差
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（４%）
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２０００年４月末 ２０２３年３月末

第１号被保険者数 ２，１６５万人 ⇒ ３，５８５万人 １．７倍

２０００年４月末 ２０２３年３月末

認定者数 ２１８万人 ⇒ ６９４万人 ３．２倍

①６５歳以上被保険者の増加

②要介護（要支援）認定者の増加

③サービス利用者の増加

２０００年４月 ２０２３年３月

在宅サービス利用者数 ９７万人 ⇒ ３７３万人 ３．８倍

施設サービス利用者数 ５２万人 ⇒ ９６万人 １．８倍

地域密着型サービス利用者数 － ９１万人

計 １４９万人 ⇒ ５２３万人※ ３．５倍
（出典：介護保険事業状況月報）

○介護保険制度は、制度創設以来２３年を経過し、６５歳以上被保険者数が約１．７倍に増加する
なかで、サービス利用者数は約３．５倍に増加。高齢者の介護に無くてはならないものとし
て 定着・発展している。

※ 居宅介護支援、介護予防支援、小規模多機能型サービス、複合型サービスを足し合わせたもの、並びに、介護保険施設、地域密着型介護老人福祉施設、
特定施設入居者生活介護（地域密着型含む）、及び認知症対応型共同生活介護の合計。在宅サービス利用者数、施設サービス利用者数及び地域密着型
サービス利用者数を合計した、延べ利用者数は５６０万人。

これまでの2２年間の対象者、利用者の増加
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要支援 要支援１ 要支援２ 経過的 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

６０６（単位：万人）

注）H22年度末の数値には、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、双葉町、新地町は含まれていない。

H12年度末→R2年度末の
比較
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２９８
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４３２
４５３

４６７

５０６
４８５

５３１

５６１
５８４

４４０

６２０

要介護度別認定者数の推移

要介護（要支援）の認定者数は、令和２年度末現在６８２万人で、この２１年間で約２．７倍に。このうち軽度
の認定者数の増が大きい。
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【出典】介護保険事業状況報告

６８２６６９
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41
(7.9%)

77
(13.8%)

83
(15.0%)

86
(15.5%)

88
(15.5%)

87
(15.1%)

89
(15.0%)

60
(32.6%)

66
(30.3%)

70
(27.6%)

73
(25.4%)

76
(24.1%)

79
(23.4%)

81
(22.9%)

82
(22.5%)

83
(22.0%)

83
(21.1%)

84
(20.4%)

86
(19.8%)

87
(19.0%)

89
(18.5%)

90
(17.9%)

91
(17.5%)

92
(16.4%)

93
(16.8%)

94
(17.0%)

95
(16.8%)

96
(16.6

%)

96
(16.2%)

居宅サービス 地域密着型サービス 施設サービス

１８４

２５４

２１８

２８７
３１６

３３７

３６４
３５３

３７８
３９３

４１２
４３４

４５８

４８２
５０３ ５２１

５６０ ５５２
567

（単位：万人）

【出典】介護保険事業状況報告

介護保険サービス利用者の推移
（種類別平均受給者（件）数（年度平均）

554

※１ （ ）は各年度の構成比。
※２ 各年度とも３月から２月サービス分の平均（ただし、平成12年度については、４月から２月サービス分の平均）。
※３ 平成18年度の地域密着型サービスについては、４月から２月サービス分の平均。
※４ 受給者数は、居宅サービス、地域密着型サービス、施設サービス間の重複利用がある。
※５ 東日本大震災の影響により、平成22年度の数値には、福島県内５町１村の数値は含まれていない。
※６ R3年度は2022年３月サービス分。

575 592
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サービス種類別介護費用額の推移
単位：億円

介護福祉施設サービス, 20,265 

通所介護, 12,768 

介護保健施設サービス, 13,399 

訪問介護, 11,014 

認知症対応型共同生活介護

（短期利用以外）, 7,433 

通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ, 3,798 

居宅介護支援, 5,273 

短期入所生活介護, 4,176 

福祉用具貸与, 3,679 

小規模多機能型居宅介護

（短期利用以外）, 2,804 

訪問看護, 3,558 

定期巡回・随時訪問型訪問

介護看護, 812 
看護小規模多機能型居宅

介護（短期利用以外）, 

675 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

〔出典〕介護給付費等実態調査（統計）（平成18年度から令和４年度）より作成
注１） 介護予防サービスを含まない。注２） 右のサービス名に記載された数値は令和４年度分のもの。
注３） 平成２８年度の通所介護に変動が見られる。地域密着型通所介護が創設されて平成２８年４月から施行されたが、通所介護とは別掲としていることが要因としてあげられる。 29



介護保険サービス受給者数・件数

受
給
者
数
・
件
数
（
万
人
・
万
件
）

（資料）介護保険事業状況報告（３月サービス分から翌年２月サービス分までを集計）
（注１）平成22年度は、東日本大震災の影響により福島県の５町１村（広野町、楢葉町、富岡町、川内村、双葉町、新地町）を除いて集計した値。
（注２）介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設は受給者数、それ以外は件数である。
（注３）平成12年度の数値や、平成18年４月開始の小規模多機能型居宅介護及び地域密着型介護老人福祉施設の平成18年度の数値は11ヶ月分を月平均した。（他は12ヶ月分）
（注４）認知症対応型共同生活介護は平成１４年度以前は痴呆対応型共同生活介護。平成13年度以前データはデータを集計していない。
（注５）同一月に複数サービスを受けた場合等重複がある点に留意が必要。

177 

190 

201 

161 

135 

122 124 
118 119 

145 
149 150 

143 

121 

109 109 

110 
114 

29 31 

48 49 51 52 53 54 55 

56 5…

23 25 26 26 

35 37 41 45 
49 53 57 

62 68 

22 
24 

34 35 35 35 36 36 36 

35 35 

15 17 19 21 
34 34 34 34 35 35 35 

31 30 

0

50

100

150

200

通所介護

訪問介護

介護老人福祉施設

訪問看護

介護老人保健施設

短期入所生活介護
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サービスごとの１人当たり給付費

（単位：千円／人）

利
用
者
内
訳

給
付
費
内
訳

サービス利用者のうち、居宅・地域密着型サービスは約83％、施設サービスは約17％であるが、
給付費においては、居宅・地域密着型サービスは約68％、施設サービスは約32％となっている。

利用者・給付費内訳

出典：「介護保険事業状況報告」（令和４年３月サービス分）

介護保険給付の給付費のサービス種類別の内訳

407万人

(68.4%)

88.7万人

(15.1%)

96.1万人

(16.5%)
居宅サービス

地域密着型サービス

施設サービス

4,197 億円

(50.5%)

1,434 億円

(17.1%)

2,710 億円

(32.4%) 居宅サービス

地域密着型サービス

施設サービス

（注）給付費は、利用者負担額並びに高額介護サービス費、高額医療合算サービス費及び補足給付を除く。

365.9
321.5

291.4
287.3

268.2
262.8

254.3
199.0

189.8
185.2

162.9
126.9

119.4
113.0

104.9
90.4
86.3

78.3
77.4

63.3
60.5

43.2
38.1
35.8

13.1
12.3
11.8

0 100 200 300 400

介護医療院

介護療養型医療施設

介護老人保健施設

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活…

介護老人福祉施設

認知症対応型共同生活介護

複合型サービス（看護小規模多機能型居…

地域密着型特定施設入居者生活介護

小規模多機能型居宅介護

特定施設入居者生活介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

短期入所療養介護（病院等）

認知症対応型通所介護

短期入所生活介護

短期入所療養介護（介護医療院）

短期入所療養介護（老健）

通所介護

地域密着型通所介護

訪問介護

訪問入浴介護

通所リハビリテーション

訪問看護

夜間対応型訪問介護

訪問リハビリテーション

介護予防支援・居宅介護支援

居宅療養管理指導

福祉用具貸与
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訪問介護 9.8%

訪問入浴 0.5%

訪問看護 3.1%

訪問リハ 0.5%

通所介護 11.9%

通所リハ 3.6%

福祉用具貸与 3.3%

短期入所 3.9%

短期入所療養（老健）

0.4%

短期入所療養（病院等） 0.0%

短期入所療養（医療院） 0.0%

居宅療養管理指導 1.4%

特定施設 5.6%
居宅介護支援 4.8%定期巡回 0.7%夜間対応型訪問 0.0%

地密通所 3.8%

認知症通所 0.7%
小多機 2.6%

看多機 0.5%

認知症ＧＨ 6.8%

地密特定施設 0.2%

地密特養 2.2%

特養 18.7%

老健 12.5%

介護療養型医療施設

0.5%

介護医療院 1.7%

介護保険給付に係る総費用のサービス種類別内訳（令和３年度） 割合

サービス種類別費用額割合

居宅
44.1%

施設
33.4%

地密・施設系
2.2%

地密・居住系
7.0%

地密・居宅系
8.4%

地密
17.7%

【出典】厚生労働省「令和３年度介護給付費等実態統計」
（注１）総費用は保険給付額と公費負担額、利用者負担額（公費の本人負担額を含む）の合計額。

介護予防サービスを含まない。特定入所者介護サービス（補足給付）、地域支援事業に係る費用は含まない。また、市区町村が直接支払う費用（福祉用具購入費、住宅改修費など）は含まない。
（注２）介護費用額は、令和３年度（令和３年５月～令和４年４月審査分（令和３年４月～令和４年３月サービス提供分））
（注３）令和３年度（令和３年５月～令和４年４月審査分（令和３年４月～令和４年３月サービス提供分））の特定入所者介護サービス（補足給付）は約2,700億円。
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茨城県
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静岡県
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11.0
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11.0
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11.5
11.5
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11.5
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12.3
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14.6
15.2

5.8
6.6

5.6
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6.5
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5.7
6.1
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6.1
6.1

6.7
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5.7
6.5
6.3
6.6
6.1
5.9

6.6
6.1
6.8
6.7
6.7
6.3
6.5
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6.2
6.2

7.0
6.0
6.2
6.7
6.7

6.3
6.4
6.6
6.4
7.0

5.7
6.4

7.0
7.2

8.1

15.4
15.5
15.6
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16.8
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17.4
17.4
17.4
17.5
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17.8
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18.1
18.1
18.2
18.3
18.3
18.4
18.4
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18.5
18.7
18.7
18.8
18.9
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18.9
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19.1
19.2
19.4
19.6
19.8
19.8
19.9

20.5
20.8
20.8

21.8
23.3

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0

宮崎県

山梨県

長野県

山形県

福井県

茨城県

静岡県

栃木県

岐阜県

高知県

佐賀県

大分県

石川県

新潟県

青森県

群馬県

山口県

鹿児島県

鳥取県

岩手県

熊本県

島根県

埼玉県

愛知県

秋田県

富山県

千葉県

滋賀県

三重県

沖縄県

香川県

宮城県

福島県

広島県

長崎県

徳島県

神奈川県

福岡県

奈良県

岡山県

愛媛県

東京都

北海道

兵庫県

和歌山県

京都府

大阪府

2021年度被保険者１人当たり介護給付費（年齢調整後） 2022年度認定率（年齢調整後）

全国平均
（加重平均）
24.8万円

全国平均
（加重平均）
19.0％

第１号被保険者１人当たり介護給付費と認定率の地域差（年齢調整後）

（％）（万円）

【出典等】「地域包括ケア「見える化」システム」（厚生労働省）を基に算出

■ 施設
■ 居住系
■ 在宅 ■ 軽度（要介護２以下）

■ 重度（要介護３以上）
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6.4 兆円6.7 兆円6.9 兆円
7.4 兆円7.8 兆円8.2 兆円

8.8 兆円 9.2 兆円

9.6 兆円

9.8 兆円
10.0 兆円

10.2 兆円
10.4 兆円

10.8 兆円

11.1 兆円

0.1 兆円
0.1 兆円

0.2 兆円

0.2 兆円
0.2 兆円

0.2 兆円

0.2 兆円
0.2 兆円

0.2 兆円
0.2 兆円

0.3 兆円
0.4 兆円

0.5 兆円
0.6 兆円

0.5 兆円

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

地域支援事業

保険給付

11.0兆円

○ 総費用

○ 65歳以上が支払う保険料 〔 全国平均 ( 月額・加重平均 ) 〕

介護保険の総費用（※）は、年々増加

介護費用と保険料の推移

3.6兆円

4.6兆円

5.2兆円

6.4兆円6.5兆円
6.8兆円

7.1兆円
7.6兆円

8.0兆円

9.0兆円
9.4兆円

8.4兆円

9.8兆円
10.0兆円

10.3兆円
10.6兆円

5.7兆円
6.2兆円

※１ 介護保険に係る事務コストや人件費などは含まない（地方交付税により措置されている）。
※２ 地域支援事業の利用者負担は含まない。

11.4兆円

2,911円
3,293円
(＋13.1％)

4,090円
(＋24.2％)

4,160円
(＋1.7％)

4,972円
(＋19.5％)

5,514円
(＋10.9％)

第1期
（H12～14年度）
（2000~2002）

第6期
（H27～29年度）
（2015~2017）

第5期
（H24～26年度）
（2012~2014）

第4期
（H21～23年度）
（2009~2011）

第3期
（H18～20年度）
（2006~2008）

第2期
（H15～17年度）
（2003~2005）

5,869円
(＋6.4％)

第7期
（H30～R2年度）
（2018~2020）

6,014円
(＋2.5％)

第8期
（R3～R5年度）
（2021~2023）

11.6兆円
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○都道府県知事は、介
護保険施設等につい
て、必要定員総数を
超える場合に、指定
等をしないことがで
きる。

○ 区域（老人福祉圏域）の設定

○ 市町村の計画を踏まえて、介護サービス量の見込み（区域毎）

○ 各年度における必要定員総数（区域毎）
※介護保険施設、介護専用型特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設
入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

※混合型特定施設に係る必要定員総数を設定することもできる（任意）

○ 市町村が行う介護予防・重度化防止等の支援内容及び目標 ○ その他の事項

○保険料の設定

○市町村長は、地域密
着型の施設等につい
て、必要定員総数を
超える場合に、指定
をしないことができ
る。

○ 区域（日常生活圏域）の設定

○ 各年度における種類ごとの介護サービス量の見込み（区域毎）

○ 各年度における必要定員総数（区域毎）
※認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

○ 各年度における地域支援事業の量の見込み

○ 介護予防・重度化防止等の取組内容及び目標 ○ その他の事項

○ 介護保険法第116条第１項に基づき、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律に規定する総
合確保方針に即して、国が介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本指針を定める

※市町村等が介護サービス量を見込むに当たり参酌する標準を示す

国の基本指針(法第116条、９期指針：令和６年１月厚生労働省告示第18号）

基盤整備

市町村介護保険事業計画(法第117条) 

都道府県介護保険事業支援計画(法第118条)

○ 保険給付の円滑な実施のため、３年間を１期とする介護保険事業（支援）計画を策定している。

保険料の設定等

介護保険事業(支援)計画について
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第一 サービス提供体制の確保及び事業実施に関する基本的事項

一 地域包括ケアシステムの基本的理念と地域共生社会の実現

二 中長期的な目標 三 医療計画との整合性の確保 四 地域包括ケアシステムの構築を進める地域づくりと地域ケア会議・生活支援体制整備の推進

五 地域包括ケアシステムを支える人材の確保及び介護現場の生産性の向上の推進等 六 介護に取り組む家族等への支援の充実 七 認知症施策の推進

八 高齢者虐待防止対策の推進 九 介護現場の安全性の確保及びリスクマネジメントの推進 十 介護サービス情報の公表 十一 介護サービス事業者経営情報の調査及び分析等

十二 効果的・効率的な介護給付の推進 十三 都道府県による市町村支援並びに都道府県・市町村間及び市町村相互間の連携

十四 介護保険制度の立案及び運用に関するPDCAサイクルの推進 十五 保険者機能強化推進交付金等の活用 十六 災害・感染症対策に係る体制整備

第二 市町村介護保険事業計画の作成に関する事項

一 市町村介護保険事業計画の作成に関する基本的事項

１ 基本理念、達成しようとする目的及び地域の実情に応じた特色の明確化、施策の達成状況の評価等

２ 要介護者等の実態の把握等 ３ 市町村介護保険事業計画の作成のための体制の整備

４ 中長期的な推計及び第９期の目標 ５ 目標の達成状況の点検、調査及び評価等並びに公表

６ 日常生活圏域の設定

７ 他の計画との関係 ８ その他

前文

二 市町村介護保険事業計画の基本的記載事項

１ 日常生活圏域

２ 各年度における介護給付等対象サービスの種類ごとの量の見込み

３ 各年度における地域支援事業の量の見込み

４ 被保険者の地域における自立した日常生活の支援、要介護状態等となることの予防又は要介護状態等の

軽減若しくは悪化の防止及び介護給付の適正化への取組及び目標設定

第三 都道府県介護保険事業支援計画の作成に関する事項

一 都道府県介護保険事業支援計画の作成に関する基本的事項

１ 基本理念、達成しようとする目的及び地域の実情に応じた特色の明確化、施策の達成状況の評価等

２ 要介護者等の実態の把握等 ３ 都道府県介護保険事業支援計画の作成のための体制の整備

４ 市町村への支援 ５ 中長期的な推計及び第９期の目標

６ 目標の達成状況の点検、調査及び評価等並びに公表 ７ 老人福祉圏域の設定

８ 他の計画との関係 ９ その他

二 都道府県介護保険事業支援計画の基本的記載事項

１ 老人福祉圏域 ２ 各年度における介護給付等対象サービスの種類ごとの量の見込み

３ 市町村が行う被保険者の地域における自立した日常生活の支援、要介護状態等となることの予防又は要介

護状態等の軽減若しくは悪化の防止及び介護給付の適正化への取組への支援に関する取組及び目標設定

４ 老人福祉圏域を単位とする広域的調整

５ 市町村介護保険事業計画との整合性の確保

１ 自立支援、介護予防・重度化防止の推進 ２ 介護給付等対象サービスの充実・強化 ３ 在宅医療の充実及び在宅医療・介護連携を図るための体制の整備

４ 日常生活を支援する体制の整備 ５ 高齢者の住まいの安定的な確保

第９期 介護保険事業（支援）計画 基本指針の構成

三 市町村介護保険事業計画の任意記載事項

１ 地域包括ケアシステムの深化・推進のため重点的に取り組むことが必要な事項

２ 各年度における介護給付等対象サービスの種類ごとの見込量の確保のための方策

３ 各年度における地域支援事業に要する費用の額及びその見込量の確保のための方策

４ 地域包括ケアシステムを支える人材の確保及び介護現場の生産性の向上の推進等

５ 介護給付等対象サービス及び地域支援事業の円滑な提供を図るための事業等に関する事項

６ 認知症施策の推進

７ 特定施設入居者生活介護の指定を受けていない有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の入居

定員総数

８ 地域包括支援センター及び生活支援・介護予防サービスの情報公表に関する事項

９ 市町村独自事業に関する事項

10 災害に対する備えの検討

11 感染症に対する備えの検討

（一）在宅医療・介護連携の推進 （二）高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施

（三）生活支援・介護予防サービスの基盤整備の推進 （四）地域ケア会議の推進

（五）高齢者の居住安定に係る施策との連携

１ 地域包括ケアシステムの深化・推進のための支援に関する事項

２ 介護給付等対象サービスを提供するための施設における生活環境の改善を図るための事業に関する事項

３ 地域包括ケアシステムを支える人材の確保及び介護現場の生産性の向上の推進等

４ 介護給付等対象サービス及び地域支援事業の円滑な提供を図るための事業に関する事項

５ 認知症施策の推進

６ 特定施設入居者生活介護の指定を受けていない有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の入居

定員総数

７ 介護サービス情報の公表に関する事項

８ 介護サービス事業者経営情報の調査及び分析等

９ 災害に対する備えの検討

10 感染症に対する備えの検討

（一）在宅医療・介護連携の推進 （二）高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施
（三）生活支援・介護予防サービスの基盤整備の推進 （四）地域ケア会議の推進
（五）介護予防の推進 （六）高齢者の居住安定に係る施策との連携

第四 指針の見直し

別表

三 都道府県介護保険事業支援計画の任意記載事項
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